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米国特許情報 

PTABによる手続開始の裁決に対してどのような状況であれば 

CAFCがレビューし得るのかについて明らかにした連邦最高裁判決 
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１．はじめに 

IPR（"Inter Partes Review"）手続は、行政手続であり、申請者が、米国特許の有効性に異議を

唱えることができる手続です。IPR手続は、第一の段階（手続開始前の段階）と、第二の段階（手

続開始後の段階）とに大別されます。 

 

第一の段階において、IPR手続の申請者は、無効化の対象となる特許クレームを特定すると共

に、これらの特許クレームがそれぞれ無効である旨を示す具体的な見解を提示します。これに対

し、特許権者は、IPR手続の申請者の申請内容に対して応答する機会が与えられます。 

 

その後、PTAB（"Patent Trial Appeal Board"）は、IPR手続を開始するか否かを決定します。

この決定は、「申請者が勝つであろう相当な確からしさ」（"reasonable likelihood the petitioner 

will prevail after a full trial”）が存在するか否かに基づいて行われます。 

 

AIA（"America Invents Act"）の米国特許法第 314条(d)には、「IPR手続を開始するか否かに関

する PTABによる決定が、最終のものであり、これを不服として CAFCに控訴することができない」

旨、規定されています。しかしながら、最近の判例には、PTABによる決定を不服とし、CAFC

に控訴することができる判例が含まれています。IPR 手続の開始時に PTAB により決定された

事項を CAFCがレビュー（"appellate review"）する有効範囲／適用範囲について、以下に、CAFC

判例を参照して説明します。 
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